
規 則

�愛媛県規則第６６号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第２４号（第４４条関係） 口座振替申込書兼債権者登録（変更）

票

省略

様式第２４号（第４４条関係） 口座振替申込書兼債権者登録（変更）

票

省略

省略 省略

（注意） 金融機関コード欄及び店番号欄は、金融機関で記入

してもらつてください。

また、金融機関で口座振替先記載内容の確認を受け

たことを証明するため、金融機関確認印欄に確認印を

押してもらつてください。

通帳の写し（預金種別、金融機関名、店舗名、口座

番号及び口座名義人（カナ表示）が印字された部分）

を併せて提出することにより金融機関の記入及び確認

（注意） 金融機関コード欄及び店番号欄は、金融機関で記入

してもらつてください。

また、金融機関で口座振替先記載内容の確認を受け

たことを証明するため、金融機関確認印欄に押切印を

押してもらつてください。

発 行 愛 媛 県
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印の押印に代えることができます。

附 則

この規則は、平成２１年１月５日から施行する。

�愛媛県告示第１８０６号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための研修

を指定した。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２１年２月８日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校 ８階講堂

４ 受講料

５，０００円

�愛媛県告示第１８０７号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する知識

の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 山 下 眞 臣

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２１年２月８日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校 ８階講義室

４ 受講料

４，５００円

�愛媛県告示第１８０８号
知事が手数料を徴収することを不適当と認める事務（昭和３１年４月愛媛県告示第２３８号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行

し、平成２０年１０月１日から適用する。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

愛 媛 県 報平成２０年１２月２６日 第２０２８号

１３４９



��������������

�������
�愛媛県告示第１８０９号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１１条第１項の規定に基づき、

区画漁業の免許の内容たるべき事項等を次のように定める。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 免許番号、免許の内容たるべき事項、地元地区及び制限又は条

件

� 免許番号 宇区第２５７号

� 免許の内容たるべき事項

ア 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業 真珠養殖業
１月１日から

１２月３１日まで

イ 漁場の位置 宇和島市蒋渕地先

ウ 漁場の区域

Ａア、アイ及びイＢの３直線とＡＢ間の最大低潮時海岸

線によって囲まれた区域

基点 Ａ 宇和島市蒋渕９７６番地作業場西角前護岸の標

識

Ｂ 宇和島市蒋渕９７７番地作業場北角前護岸の標

識

点 ア Ａから宇和島市蒋渕５１５－７番地天神鼻埋立

護岸西角見通し２８メートルの点

イ Ｂから宇和島市蒋渕５１５－７番地天神鼻埋立

護岸西角から海岸線沿い東へ３２メートルの標識

見通し２８メートルの点

� 地元地区 宇和島市蒋渕

� 制限又は条件

ア 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

イ 漁場に設置するいかだの台数は別に定める知事の指示に従

わなければならない。

２ 免許予定日

平成２１年４月１日

３ 申請期間

平成２０年１２月２６日から平成２１年２月２７日まで

４ 存続期間

平成２１年４月１日から平成２６年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第１８１０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１３１条第２項の規定により、

愛媛県内水面漁場管理委員会委員として、次の者を平成２０年１２月１

日選任した。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

改 正 後 改 正 前

証明事務等に係る手数料条例（昭和３１年愛媛県条例第２０号）第５

条の知事が手数料を徴収することを不適当と認める事務は、次の各

号に掲げる証明事務とする。

�～� 省略

� 土地改良区若しくは土地改良区その他の者が行う土地改良事

業又は森林組合その他の者が行う造林その他の事業に関する証

明で、株式会社日本政策金融公庫（その受託金融機関を含

む。）に対して行うもの

�・� 省略

証明事務等に係る手数料条例（昭和３１年愛媛県条例第２０号）第５

条の知事が手数料を徴収することを不適当と認める事務は、次の各

号に掲げる証明事務とする。

�～� 省略

� 土地改良区若しくは土地改良区その他の者が行う土地改良事

業又は森林組合その他の者が行う造林その他の事業に関する証

明で、農林漁業金融公庫 （その受託金融機関を含

む。）に対して行うもの

�・� 省略

�愛媛県告示第１８１１号
次のとおり落札者を決定した。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

種 別 氏 名 住 所 職 業

那 須 熊 市 西予市野村町蔵良９ 団 体 役 員

漁業者代表

小 寺 正 文 西条市丹原町今井５１３－６ 団 体 役 員

本 多 義 雄 伊予郡松前町中川原５４８番
地 団 体 役 員

小 山 欽 也 宇和島市津島町岩松７２７ 団 体 役 員

採捕者代表

梅 木 正 勝 伊予郡砥部町原町７４９ 団 体 役 員

黒 田 美勢子 伊予郡松前町筒井１０１１番地 団 体 役 員

武 井 糸 松山市南高井町７４３－３ 民間団体代
表

学識経験者

斉 藤 智 子 松山市久米窪田町４４３－４１１ ＮＰＯ法人
代表

高 木 基 裕 南宇和郡愛南町中川１６８番
地１２ 大学准教授

井 上 幹 生 松山市粟井河原２２４－１ 大学准教授

愛 媛 県 報平成２０年１２月２６日 第２０２８号

１３５０
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訓 令

�������
�愛媛県告示第１８１２号
四国中央市土居町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改

良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・中北野地区）の施行は、

適当と認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８

条第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のと

おり関係書類を縦覧に供する。

平成２０年１２月２６日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（農道）・中北

野地区）計画書の写し

� 四国中央市土居町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２１年１月５日から２月２日まで

３ 縦覧場所

四国中央市役所土居支所

�������
�愛媛県告示第１８１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第３０条第２項の規定により、道前道後土地改良区連合の定款の変

更を認可した。

平成２０年１２月２６日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�������
�愛媛県告示第１８１４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

大久保山土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出があっ

た。

平成２０年１２月２６日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

退 任

�愛媛県告示第１８１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局西予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県訓令第２３号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県庁事務決裁規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係） 別表第５（第４条関係）

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

行政情報処理端末機ほかの借上げ
愛媛県警察本部警
務部会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成２０年１１月１９日
株式会社クロダ商会
松山市宮田町１０８番地
１

７５４，３２０円
（月額） 一般競争入札 平成２０年１０月７日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 谷 口 長 治 南宇和郡愛南町城辺甲４１７９－２

〃 本 多 七 雄 南宇和郡愛南町城辺甲５６３－１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
西予市三瓶町有太刀字トヨウラ７０７番から

同字７１５番１地先まで
平成２０年１２月２６日

愛 媛 県 報平成２０年１２月２６日 第２０２８号

１３５１



知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項 知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

薬

務

衛

生

課

１～１６

省略

薬

務

衛

生

課

１～１６

省略

１７ 株式

会社日

本政策

金融公

庫法の

施行に

関する

事務

１ 株式会社日本政策金融

公庫（生活衛生資金）の

貸付けの推薦（株式会社

日本政策金融公庫に対す

る融資申込手続要綱（昭

和４２年１０月７日付け厚生

省環境衛生局長通知））

○ １７ 国民

生活金

融公庫

法

の

施行に

関する

事務

１ 国民生活金融公庫（環

境衛生資金） の

貸付けの推薦（国民生活

金融公庫 に対す

る融資申込手続要綱（昭

和４２年１０月７日付け厚生

省環境衛生局長通知））

○

１８～２４

省略

１８～２４

省略

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

知事の権限に属する農林水産部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

農

業

経

済

課

１～６

省略

農

業

経

済

課

１～６

省略

７ 株式

会社日

本政策

金融公

庫法の

施行に

関する

事務（農

業経済

課以外

の課で

当該事

務を処

理する

場合を

除く。）

１ 貸付対象事業の認定

（株式会社日本政策金融

公庫国内金融業務方法書

（次項において「業務方

法書」という。）第１０

条）

○ ７ 農林

漁業金

融公庫

法

の

施行に

関する

事務（農

業経済

課以外

の課で

当該事

務を処

理する

場合を

除く。）

１ 貸付対象事業の認定

（農林漁業金融公庫業務

方法書

（次項において「業務方

法書」という。）第４

）

○

２ 工事のしゆん工の認定

（業務方法書第１０条）

○ ２ 工事のしゆん工の認定

（業務方法書第４ ）

○

３ 公庫資金の需要等の動

向調査に係る調書等の提

出（調査委嘱規則（農

林）（平成２０年１０月１日

付け農林（営）３ 。

次項において「規則」と

いう。）第２条）

○ ３ 公庫資金の需要等の動

向調査に係る調書等の提

出（調査委嘱規則（昭和

５０年４月１日付け農林漁

業金融公庫規則第３号。

次項において「規則」と

いう。）第２条）

○

４ 省略 ４ 省略

８～１４

省略

８～１４

省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

畜 １～１４ 畜 １～１４
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産

課

省略 産

課

省略

１５ 畜産

関係資

金の融

資に関

する事

務

１ 省略 １５ 畜産

関係資

金の融

資に関

する事

務

１ 省略

２ 意見書の提出（乳業施

設資金の融通に関する取

扱要領（平成８年５月１０

日付け８畜Ａ第１２０３号農

林水産事務次官依命通

知）第３

）

○ ２ 意見書の提出（農林漁

業金融公庫法附則第２３項

の規定による乳業施設に

対する農林漁業金融公庫

資金の融通措置の継続に

ついて（昭和４２年１月１７

日付け農林事務次官通

達）記３）

○

１６～２９

省略

１６～２９

省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

林

業

政

策

課

１～９

省略

林

業

政

策

課

１～９

省略

１０ 株式

会社日

本政策

金融公

庫法の

施行に

関する

事務（林

業政策

課以外

の課で

当該事

務を処

理する

場合を

除く。）

１ 公庫資金の需要等の動

向調査に係る調書等の提

出（調査委嘱規則（農

林）（平成２０年１０月１日

付け農林（営）３ 。

次項において「規則」と

いう。）第２条）

○ １０ 農林

漁業金

融公庫

法

の

施行に

関する

事務（林

業政策

課以外

の課で

当該事

務を処

理する

場合を

除く。）

１ 公庫資金の需要等の動

向調査に係る調書等の提

出（調査委嘱規則（昭和

５０年４月１日付け農林漁

業金融公庫規則第３号。

次項において「規則」と

いう。）第２条）

○

２ 省略 ２ 省略

１１～１６

省略

１１～１６

省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

知

事

専決者 知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

部

長

局

長

課

長

漁

政

課

１～７

省略

漁

政

課

１～７

省略

８ 株式

会社日

本政策

金融公

庫法の

施行に

１ 貸付対象事業の認定

（株式会社日本政策金融

公庫国内金融業務方法書

（次項において「業務方

法書」という。）第１０

条）

○ ８ 農林

漁業金

融公庫

法

の

施行に

１ 貸付対象事業の認定

（農林漁業金融公庫業務

方法書

（次項において「業務方

法書」という。）第４

）

○
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関する

事務（漁

政課以

外の課

で当該

事務を

処理す

る場合

を 除

く。）

２ 工事のしゆん工の認定

（業務方法書第１０条）

○ 関する

事務（漁

政課以

外の課

で当該

事務を

処理す

る場合

を 除

く。）

２ 工事のしゆん工の認定

（業務方法書第４ ）

○

３ 公庫資金の需要等の動

向調査に係る調書等の提

出（調査委嘱規則（農

林）（平成２０年１０月１日

付け農林（営）３ 。

次項において「規則」と

いう。）第２条）

○ ３ 公庫資金の需要等の動

向調査に係る調書等の提

出（調査委嘱規則（昭和

５０年４月１日付け農林漁

業金融公庫規則第３号。

次項において「規則」と

いう。）第２条）

○

４ 省略 ４ 省略

９～１５

省略

９～１５

省略

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

別表第４（第４条関係）

局長の権限に属する産業経済部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

農

村

整

備

課

１～７

省略

農

村

整

備

課

１～７

省略

８ その

他の事

務

１ 株式会社日本政策金融公庫

が貸し付ける資金（他の課の

主管に属するものを除く。）

の貸付対象事業に係る調査に

関すること。

○ ８ その

他の事

務

１ 農林漁業金融公庫

が貸し付ける資金（他の課の

主管に属するものを除く。）

の貸付対象事業に係る調査に

関すること。

○

２ 省略 ２ 省略

備考 省略 備考 省略

組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分 組

織

名

事務の

種 類

事 項 決裁区分

局

長

専決者 局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

森

林

林

業

課

１～１２

省略

森

林

林

業

課

１～１２

省略

１３ 株式

会社日

本政策

金融公

庫資金

に関す

る事務

（他の

課の主

１ 貸付対象事業の認定（株式

会社日本政策金融公庫国内金

融業務方法書（次項において

「業務方法書」という。）第

１０条）

○ １３ 農林

漁業金

融公庫

資金

に関す

る事務

（他の

課の主

１ 貸付対象事業の認定（農林

漁業金融公庫業務方法書

（次項において

「業務方法書」という。）第

４ ）

○

２ 工事のしゆん工の認定（業

務方法書第１０条）

○ ２ 工事のしゆん工の認定（業

務方法書第４ ）

○
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公 告

�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成１９年１２月２８日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、水産試験場を中心とし、国又は関係都道府県との連携

の下、資源調査体制の充実強化を図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２０年及び平成２１年の知事管理量は、次表のとおりである。

管に属

するも

のを除

く。）

管に属

するも

のを除

く。）

１４～１９

省略

１４～１９

省略

備考 省略 備考 省略

（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第３条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 株式会社日本政策金融公庫法に基づく貸付対象事業（林業関

係に係るものに限る。）の認定に関すること。

� 株式会社日本政策金融公庫法に基づく林業関係資金工事のし

ゆん工の認定に関すること。

�～� 省略

� 株式会社日本政策金融公庫が貸し付ける資金（農業農村整備

事業関係に係るものに限る。）の貸付対象事業に係る調査に関

すること。

	～
 省略

５・６ 省略

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長に委任する事務のうち、産業経済部に関するものは、

別に定めるものを除くほか、次に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 農林漁業金融公庫法 に基づく貸付対象事業

の認定に関すること。

� 農林漁業金融公庫法 に基づく林業関係資金工事のし

ゆん工の認定に関すること。

�～� 省略

� 農林漁業金融公庫 が貸し付ける資金（他の主管に属

するものを除く 。）の貸付対象事業に係る調査に関

すること。

	～
 省略

５・６ 省略

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。
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第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２０年 平成２１年

平成２０年１月
から１２月まで

平成２０年７月
から平成２１年
６月まで

平成２１年１月
から１２月まで

平成２１年７月
から平成２２年
６月まで

まあじ ５，０００トン ７，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 （注）

（注）平成２１年のまさば及びごまさばの漁獲可能量については、管理の対
象となる期間が開始する前までに設定する。

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２０年及び平成２１年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２０年１月
から１２月まで

平成２１年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

３，５００トン ４，９００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２０年及び平成２１年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２０
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２０
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２１
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２１
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２０
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２１
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成２０年及び平成２１年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業のう
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、
めじか流
し網漁業

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する燧灘及び
安芸灘

平成２０年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

平成２１年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する伊予灘

平成２０年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成２１年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

サワラ瀬戸内
海系群資源回
復計画に規定
する宇和海

平成２０年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成２１年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため国が策定したサワ

ラ瀬戸内海系群資源回復計画の着実な実施を推進するとともに、

漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく

瀬戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守さ

れるように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２０年１２月２６日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

所在地 地目 地積

松山市高浜町一丁目２２４１番４ 雑種地 １，１３７．６４�

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

次のいずれにも該当しない者であること。
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監 査 公 表

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当する者

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力

団」という。）及び警察当局から排除要請がある者

� 入札参加申込書の提出

この一般競争入札に参加を希望する者は、あらかじめ入札参

加申込書を次により提出すること。入札参加申込書の提出のな

い者の入札への参加は認めない。

ア 提出期間

平成２０年１２月２６日（金）から平成２１年１月２６日（月）まで

の執務時間中（月曜日から金曜日までの午前８時３０分から午

後５時３０分までをいう。）

イ 提出場所

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課管理係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２６９１

ウ 提出方法

持参又は郵送（書留郵便又は民間事業者による信書の送達

に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第６項に規定す

る一般信書便事業者若しくは同条第９項に規定する特定信書

便事業者による同条第２項に規定する信書便の役務のうち書

留郵便に準ずるもの。以下「郵便等」という。）により提出

すること。電送による提出は、認めない。

エ 郵便等による提出の取扱い

郵便等による提出の場合は、平成２１年１月２６日（月）午後

５時３０分までに、イに掲げる場所に必着のこと。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書、入札参加申込書の交付

場所及び問い合わせ先

�イに掲げる場所
イ 入札心得書及び入札参加申込書の交付方法

�イに掲げる場所で交付する。
ウ 現地説明の日時及び場所

� 日時

平成２１年１月１４日（水）午前１０時

� 場所

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成２１年２月１６日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県松山市一番町四丁目四番地２

愛媛県庁第二別館５階土木部入札室

� 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札保証金

を納付しなければならない。ただし、指定金融機関、指定代

理金融機関又は収納代理金融機関が振出し又は支払保証をし

た小切手をもって入札保証金の納付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金を納付

しなければならない。

� 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者
に求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無

効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３条の規

定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最高価格を

もって有効な入札を行った入札者を落札者とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を風俗

営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に

規定する性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に

供し、又はこれらの用に供されることを知りながら、売り払

う土地の所有権を第三者に移転し、若しくは売り払う土地を

第三者に貸してはならない。

イ 落札者は、契約締結の日から１０年間、売り払う土地を暴力

団又は法律の規定に基づき公の秩序等を害するおそれのある

団体等であることが指定されているものの事務所その他これ

に類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、売り払う土地の所有権を第三者に移転し、若し

くは売り払う土地を第三者に貸してはならない。

ウ ア又はイの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。

� その他

詳細は、入札心得書による。

�公表第４２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２０年１２月２６日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 田 中 多佳子

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

四 国 タ オ ル 工 業 組 合 平成２０年８月２９日

社 団 法 人 今 治 市 医 師 会 〃

社 会 福 祉 法 人 杉 の 子 会 〃

社 会 福 祉 法 人 宝 集 会 〃

新 居 浜 商 工 会 議 所 〃

い し づ ち 森 林 組 合 〃

社 会 福 祉 法 人 興 風 会 平成２０年８月８日
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〃 〃 今治看護専門学
校専門課程第二
看護学科の運営
事業

５８，
９５８，５４３円

８，
０８８，０００円

〃 〃 今治看護専門学
校高等課程准看
護科の運営事業

４８，
６６１，３６１円

７，
４８７，０００円

社会福祉法人
杉 の 子 会

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム事務費
補助金

ケアハウス「廣
寿苑」の運営費

５３，
０３３，９０８円

２７，
７６７，０００円

社会福祉法人
宝 集 会

〃 ケアハウス「宝
寿園」の運営費

９６，
５７４，３４０円

６２，
４１０，０００円

新居浜商工会議
所

平成１９年度
小規模事業
指導費補助
金

経営改善普及事
業等 ６２，

１９５，０１４円
４９，
４０５，６９０円

いしづち森林組
合

平成１９年度
県単独林道
整備事業補
助金

作業道開設「シ
ョウブ線」

６，
０００，０００円

３，
０００，０００円

社会福祉法人
興 風 会

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム事務費
補助金

ケアハウス「幸
風園」の運営費

１１９，
１５９，７５０円

６，
３４４，０００円

社会福祉法人
陽 成 会

〃 ケアハウス「リ
ーフガーデンあ
さくら」の運営
費

３３，
７２８，５２３円

１５，
４００，０００円

学校法人
ロザリオ学園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

愛和聖母幼稚園
の運営費

４７，
９６１，０７８円

１９，
８０２，０００円

〃 〃 八幡浜聖母幼稚
園の運営費

２６，
１２８，１８９円

９，
６２０，０００円

〃 〃 天使幼稚園の運
営費

５０，
７１５，１８７円

２２，
７５２，０００円

〃 〃 道後聖母幼稚園
の運営費

４５，
２３４，３６５円

１８，
０３３，０００円

〃 〃 海の星幼稚園の
運営費

６７，
７１１，６３１円

２４，
４００，０００円

〃 〃 若葉幼稚園の運
営費

７３，
５９７，４３４円

４２，
５７６，０００円

〃 〃 西条聖マリア幼
稚園の運営費

３８，
１９０，８６１円

１５，
３５８，０００円

〃 〃 愛光幼稚園の運
営費

２７，
１９３，５１０円

１１，
０１７，０００円

〃 平成１９年度
私立学校運
営費補助金
（幼稚園特
殊教育費補
助）

道後聖母幼稚園
の運営費

８８４，６９４円 ７８４，０００円

〃 〃 海の星幼稚園の
運営費

９１７，６７２円 ７８４，０００円

〃 〃 若葉幼稚園の運
営費

１，
２９４，３２８円

１，
１７６，０００円

〃 〃 西条聖マリア幼
稚園の運営費

４０６，８８６円 １５６，５７５円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

愛和聖母幼稚園
の子育て相談事
業等

９００，０００円 ９００，０００円

〃 〃 八幡浜聖母幼稚
園の園舎・園庭
開放事業等

９００，０００円 ９００，０００円

〃 〃 道後聖母幼稚園
の子育て相談事
業費等

９００，０００円 ９００，０００円

〃 〃 海の星幼稚園の
子育て相談事業
費等

９００，０００円 ９００，０００円

社 会 福 祉 法 人 陽 成 会 〃

学 校 法 人 ロ ザ リ オ 学 園 〃

社 会 福 祉 法 人 愛 信 会 〃

社 会 福 祉 法 人 双 海 夕 な ぎ 会 〃

学 校 法 人 大 村 学 園 〃

医 療 法 人 青 峰 会 〃

内 子 町 森 林 組 合 〃

有 限 会 社 川 吉 別 荘 〃

東 予 産 業 株 式 会 社 〃

八 幡 浜 商 工 会 議 所 〃

学 校 法 人 松 山 聖 陵 学 園 〃

西 予 市 宇 和 町 土 地 改 良 区 〃

学 校 法 人 和 気 学 園 〃

社 会 福 祉 法 人 中 山 梅 寿 会 〃

丹 原 町 土 地 改 良 区 〃

社 会 福 祉 法 人 光 明 会 〃

社 会 福 祉 法 人 心 生 会 〃

株 式 会 社 今 村 紙 工 〃

有 限 会 社 や っ こ 屋 〃

有 限 会 社 木 下 ソ ー イ ン グ 〃

西 条 市 禎 瑞 上 部 土 地 改 良 区 〃

西 条 市 吉 井 土 地 改 良 区 〃

住友金属鉱山株式会社 別子事業所 〃

学 校 法 人 菊 本 学 園 〃

社 会 福 祉 法 人 愛 寿 会 〃

久 万 広 域 森 林 組 合 〃

社 会 福 祉 法 人 エ ン ゼ ル 〃

学 校 法 人 三 志 学 園 〃

（監査の結果）

平成１９年度において実施された上記団体に対する次の補助金に係る出

納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむね良

好であったが、一部の団体において次の事項が認められた。

平成１９年度軽費老人ホーム事業費補助金について、実支出額に基づい

て実績報告すべきところ、支出予定額を申告し、補助金の過大な交付

（８，４０３，０００円）を受けていた。

なお、当該補助金の対象経費である職員駐車場の賃料や所有車両に係

る諸税、ガソリン代などが、他の同一法人施設の費用に充てられていた

のではないかと疑わせる経理処理が見受けられたので、適正な執行に努

めるべきである。 （社会福祉法人 杉の子会）

事 業 主 体 補 助 金 の
名 称 補助対象事業 補 助 対 象

事 業 費 補 助 金 額

四国タオル工業
組合

平成１９年度
今治地域タ
オル産業総
合支援事業
費補助金

今治タオルのＰ
Ｒ、新規販売ル
ートの開拓事業

５，
０００，０００円

２，
５００，０００円

〃 平成１９年度
地場産業地
域ブランド
育成支援事
業費補助金

今治タオルの地
域ブランド推進
事業

６，
０００，０００円

２，
０００，０００円

社団法人
今治市医師会

平成１９年度
看護師等養
成所運営費
補助金

今治看護専門学
校専門課程第一
看護学科の運営
事業

８０，
０２２，２５８円

９，
８９５，０００円
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〃 〃 若葉幼稚園の子
育て相談事業等

１，
１００，０００円

１，
１００，０００円

社会福祉法人
愛 信 会

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム運営費
補助金

ケアハウス「森
の園」の運営費

２９，
８５０，４９６円

１５，
４４２，０００円

社会福祉法人
双海夕なぎ会

〃 ケアハウス「双
海夕なぎ荘」の
運営費

２２，
１０５，３９１円

１１，
７８８，０００円

学校法人
大 村 学 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

椿幼稚園の運営
費

１３３，
６０９，５５１円

６３，
５４９，０００円

〃 平成１９年度
私立学校運
営費補助金
（幼稚園特
殊教育費補
助）

〃 ７，
３３４，３１４円

６，
２７２，０００円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

椿幼稚園の子育
て相談事業等

１，
７００，０００円

１，
７００，０００円

医療法人
青 峰 会

平成１９年度
精神障害者
社会復帰施
設運営費補
助金

精神障害者生活
訓練施設「ハー
ブハウス」の運
営費

４５，
２３２，６００円

３６，
２００，０００円

〃 〃 精神障害者福祉
ホームＢ型「サ
ルビア」の運営
費

２９，
９８０，３３６円

１７，
４６８，０００円

〃 〃 精神障害者通所
授産施設「ワー
クショップ宇和」
の運営費

２８，
５８３，９９０円

２１，
８３８，０００円

〃 〃 精神障害者福祉
工場「ワークセ
ンターくじら」
運営費

２７，
９７６，２６８円

２６，
５９８，０００円

内子町森林組合 平成１９年度
県単独林道
整備事業補
助金

作業道開設「な
まがや線」

７，
５００，０００円

３，
７５０，０００円

〃 〃 作業道開設「ナ
スバタ線」

７，
５００，０００円

３，
７５０，０００円

〃 〃 作業道開設「屋
敷田線」

７，
５００，０００円

３，
７５０，０００円

〃 〃 作業道開設「中
畦久保野線」

７，
５００，０００円

３，
７５０，０００円

〃 〃 林内作業車道開
設「路木線」外

１２，
０００，０００円

６，
０００，０００円

有限会社
川 吉 別 荘

平成１９年度
愛媛のもの
づくりデザ
イン戦略モ
デル事業費
補助金

デザインを最大
限に活用した新
商品開発

２，
９７４，４６９円

１，
４１６，０００円

東予産業株式会
社

〃 〃 ２，
５７６，４３４円

１，
２２５，０００円

八幡浜商工会議
所

平成１９年度
小規模事業
指導費補助
金

経営改善普及事
業等

５１，
６８９，６８２円

４３，
３７３，９８０円

学校法人
松山聖陵学園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

松山聖陵高等学
校の運営費 ４８１，

０６９，２８４円
２４５，
４６６，０００円

〃 平成１９年度
私立高等学
校就学促進
事業補助金

松山聖陵高等学
校の授業料の減
免措置

１０，
４１７，８００円

１０，
４１７，８００円

西予市宇和町土
地改良区

平成１９年度
担い手育成
農地集積促
進事業補助
金

高生産性農業集
積促進事業

９７７，
１８１，０００円

４８，
８５６，０００円

学校法人
和 気 学 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

和気幼稚園の運
営費

５１，
４１４，８７７円

２６，
１６５，０００円

〃 〃 太山寺幼稚園の
運営費

１０，
７９３，４８７円

３，
５４６，０００円

〃 〃 みのり幼稚園の
運営費

４８，
６４１，５５４円

２５，
８５０，０００円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

和気幼稚園の子
育て相談事業等

９００，０００円 ９００，０００円

〃 〃 太山寺幼稚園の
子育て相談事業
等

９００，０００円 ９００，０００円

〃 〃 みのり幼稚園の
子育て相談事業
等

９００，０００円 ９００，０００円

社会福祉法人
中 山 梅 寿 会

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム事務費
補助金

ケアハウス「な
かやま幸梅園」
の運営費

２５，
２７８，６６７円

１６，
０２１，０００円

丹原町土地改良
区

平成１９年度
県単独土地
改良事業補
助金

県単独土地改良
事業（かんがい
排水）

５，
６１８，０００円

２，
２４７，２００円

〃 〃 〃 ２，
５９３，０００円

１，
０３７，２００円

社会福祉法人
光 明 会

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム事務費
補助金

ケアハウス「水
の里」の運営費

４９，
５０４，２６９円

２５，
７２３，０００円

社会福祉法人
心 生 会

〃 ケアハウス「オ
リーブ」の運営
費

６２，
０９２，６２３円

２６，
６７８，０００円

株式会社
今 村 紙 工

平成１９年度
愛媛のもの
づくりデザ
イン戦略モ
デル事業費
補助金

デザインを最大
限に活用した新
商品開発

３，
７６７，９９０円

１，
７９３，０００円

有限会社
や っ こ 屋

平成１９年度
中小企業経
営革新支援
事業費補助
金

新製品の販路開
拓事業

４，
４６５，５２７円

１，
４１６，０００円

有限会社
木下ソーイング

平成１９年度
愛媛のもの
づくりデザ
イン戦略モ
デル事業費
補助金

デザインを最大
限に活用した新
商品開発

４，
２４０，５８５円

２，
０００，０００円

西条市禎瑞上部
土地改良区

平成１９年度
県単独土地
改良事業補
助金

県単独土地改良
事業（農道）

６，
８９０，０００円

３，
４４５，０００円

西条市吉井土地
改良区

平成１９年度
県単独土地
改良事業補
助金

県単独土地改良
事業（かんがい
排水）

６，
７００，０００円

２，
６８０，０００円

住友金属鉱山株
式会社別子事業
所

平成１９年度
愛媛県がん
医療体制整
備事業費補
助金

住友別子病院が
実施するがん医
療体制整備に係
る各種事業

２，
１１７，８４２円

２，
０００，０００円

学校法人
菊 本 学 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

菊本幼稚園の運
営費

９２，
８４９，０４１円

４５，
０９９，０００円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

菊本幼稚園の子
育て相談事業等

１，
７９５，９２９円

１，
３８０，０００円

愛 媛 県 報平成２０年１２月２６日 第２０２８号
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人事委員会規則

�������
�公表第４３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成２０年１２月２６日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 田 中 多佳子

�愛媛県人事委員会規則１３－１５９
愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年１２月２６日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－１７）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

委託地

方公共

団体

機 関 職

委託地

方公共

団体

機 関 職

省略 省略

愛南町 省略 愛南町 省略

町長

部局

本庁 課（室）長 会計管理者 農業

支援センター長 総務課長補佐

企画財政課長補佐（予算を担

当するものに限る。） 総務課

職員係長 企画財政課財政係長

町長

部局

本庁 課（室）長 農業

支援センター長 総務課長補佐

企画財政課長補佐（予算を担

当するものに限る。） 総務課

職員係長 企画財政課財政係長

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

社会福祉法人
愛 寿 会

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム事務費
補助金

ケアハウス「伊
予あいじゅ」の
運営費

４３，
８００，２８４円

１４，
１３３，０００円

〃 〃 ケアハウス「瀬
戸あいじゅ」の
運営費

３０，
６１９，１０３円

１８，
０１３，０００円

久万広域森林組
合

平成１９年度
県単独林道
整備事業補
助金

林内作業車道開
設「本谷線」外

１０，
０００，０００円

５，
０００，０００円

社会福祉法人
エ ン ゼ ル

平成１９年度
軽費老人ホ
ーム事務費
補助金

ケアハウス「玉
泉」の運営費

４８，
９９７，３８４円

１８，
３６１，０００円

学校法人
三 志 学 園

平成１９年度
私立学校運
営費補助金

久枝幼稚園の運
営費

８２，
０４２，３１４円

３７，
６８６，０００円

〃 〃 潮見幼稚園の運
営費

４６，
３５１，２５６円

２３，
２９７，０００円

〃 平成１９年度
私立幼稚園
子育て総合
支援事業補
助金

久枝幼稚園の子
育て相談事業等

１，
５８９，４２８円 ９００，０００円

〃 〃 潮見幼稚園の子
育て相談事業等

１，
２２０，１００円 ９００，０００円

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

社 会 福 祉 法 人 中 山 梅 寿 会 平成２０年８月８日

（監査の結果）

平成１９年度において実施された上記団体に対する次の利子補給金に係

る出納その他の事務について、それぞれ監査を実施したところ、おおむ

ね良好と認められた。

事 業 主 体 利子補給金の名称 利 子 補 給
対 象 事 業 利子補給金額

社会福祉法人
中 山 梅 寿 会

平成１９年度老人福祉
施設整備資金利子補
給金

特別養護老人
ホーム「なか
やま幸梅園」
の新築資金

３，６１０，０００円

愛 媛 県 報平成２０年１２月２６日 第２０２８号
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雑 報

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛海区漁業調整委員会指示第７６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第６７条第１項の規定に基づき、平成２０年１２月１１日に次のとおり指示した。

平成２０年１２月２６日

愛媛海区漁業調整委員会

会長 前 田 健 二

１ 指示の内容

次表の左欄に掲げる免許漁業に係る同表右欄の保護区域においては、当該免許漁業に著しく支障を及ぼす漁業を営み、当該漁業の魚道

をしゃ断し、又は魚群を散逸させる行為をしてはならない。

免許番号 漁業の名称 漁場の位置 保 護 区 域

定第１号 雑魚定置漁業 西宇和郡伊方町二見地先 垣網の両面４００メートル以内及び身網に沿い沖側２００メートル以内の区域

定第２号 同上 南宇和郡愛南町白浜地先 垣網の前面４００メートル以内、後面３００メートル及び身網に沿い沖側２００メートル以内の区域

２ 指示の有効期間

この指示の有効期間は、平成２１年１月１日から平成２５年１２月３１日までとする。

平成２０年１２月２６日 発行

愛 媛 県 報平成２０年１２月２６日 第２０２８号

１３６１


